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○開　会

（委員長）

みなさんこんばんは。本日は、お忙しい中、平成29年度第１回狛江市市民福祉推進委員会にお集まりいただきましてありがとうございます。

定刻になりましたので、議事を開始させていただきます。

本日の会議の開催にあたりまして、眞保委員から事前に欠席の連絡を受けております。
検討委員会の皆様はこの前に会議をされたということで、大変お疲れ様でした。
《議　題》

（１）諮問　①医療と介護の情報連携システムについて、②医療と介護の連携研修会について

（委員長）

諮問ということで、医療と介護の情報連携システムについて、医療と介護の連携研修会について、事務局からご説明をお願いします。
（事務局）

本日は、市長からの２件の諮問事項があります。皆様の机上に配布させていただいています。医療と介護の情報連携システムについて、医療と介護の連携研修会についてです。詳細については２枚目の諮問事項の詳細事項をご覧ください。
（委員長）
市長から諮問いただいた２件の事項については、医療と介護の連携小委員会に審議を委任させていただきますが、委員の皆さまよろしいでしょうか。
（了承）
（委員長）

本日は今年度最初の委員会であり、委員の交替がありました。それぞれの委員から自己紹介をお願いします。
（各委員から自己紹介）
（委員長）

それでは、議事に移る前に事務局から配布資料の説明等をお願いいたします。
（事務局）

資料の確認の前に、組織改正に伴い、地域福祉課に新たに地域包括ケアシステム推進担当が設置されました。担当主幹として、東京都から大川が着任いたしましたので、ご挨拶申し上げます。
（事務局）

４月１日付けで地域包括ケアシステム推進担当主幹に着任いたしました大川と申します。狛江市における地域包括ケアシステムの推進に向けてがんばりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
（事務局）

（資料確認）
（委員長）

本日は次第に８時までとありますが、議論する内容が多いので、少し時間が延びると思います。本日の議題は報告事項が３点、審議事項が２点となっています。特に本日の議論のポイントは地域福祉計画の重点課題についてです。前回の委員会で整理した方がよいということになり、事務局で整理をしていただきました。また、基本理念、基本目標、体系案についても議論します。皆様のご協力をよろしくお願いいたします。
（２）報告事項　地域福祉計画策定工程表について

【資料１-１】、【資料１-２】
（委員長）

まず、本委員会における地域福祉計画策定の工程表について事務局から説明をお願いいたします。

（事務局）

【資料１-１】にて地域福祉計画策定の工程表を説明
（委員長）

委員会の日程と議論の内容についてご理解いただいたかと思います。
中間答申の市民説明会に関しては、私と事務局で相談をさせていただいています。住民懇談会も参加者が少なかったということで、単に説明会だと一般市民の方が十分に集まらないということで、私も参加して講演会やワークショップを実施し、市民の方に関心を持っていただき、より多くの方に参加していただけるような企画を考えています。企画の内容については、別の機会にお諮りさせていただきます。
地域福祉計画策定の工程表について、何かご質問等はありますでしょうか。

（特になし）

（委員長）

第３回の内容に「高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画（案。中間答申前）」がありますが、介護保険については厚生労働省から直前まで必要な情報が出ない場合があります。そのため、日程通りに承認ができるかということについては、柔軟に考えていただければと思います。日程の変更もあり得ることをご理解いただければと思います。

（３）報告・審議事項　住民懇談会の結果及び市民意識調査の結果並びに住民懇談会及び市民意識調査の結果を踏まえた重点課題について

【資料２-１】・【資料２-２】【資料３-５】
（委員長）

それでは、議題の（２）住民懇談会の結果及び市民意識調査の結果並びに住民懇談会及び市民意識調査の結果を踏まえた地域福祉計画の重点課題についてです。この議題については、平成29年３月21日に開催した狛江市市民福祉推進委員会地域福祉計画ワーキンググループにて住民懇談会の結果及び市民意識調査の結果を事務局から報告され、各委員から課題等の意見をいただきました。基本理念及び基本目標を設定するにあたり、住民懇談会及び市民意識調査の結果を踏まえた重点課題を抽出し、審議する必要があるとの意見がありました。この意見を踏まえて、本委員会の前に地域福祉計画検討委員会にて重点課題を審議いたしましたので、審議結果とその前提として住民懇談会及び市民意識調査の結果について事務局から報告をお願いいたします。

（事務局）

【資料２-１】にて住民懇談会の結果について概要を説明
【資料２-２】にて市民意識調査の結果について概要を説明
【資料３-５】にて重点課題を説明
（委員長）

事務局より、住民懇談会及び市民意識調査の結果、検討委員会のご意見をご紹介いただきました。また、策定にあたっての重点課題について10点ご説明いただきました。調査結果の感想を踏まえてということでもよいと思いますが、何かご意見・ご質問等はありますでしょうか。

（委員）
府中市の事例の話がありましたが、地域福祉コーディネーターはどんなキャリアで、どんなスキルを持った方がなっているのでしょうか。全11地域の日常生活圏域、人口２万人規模に１人ずつ配置されたとあります。

（委員）
文京区と府中市では配置した職員は異なっています。文京区は最初１人配置されていますが、私が聞いている限りでは、その方は福祉の経験がなくて、はじめて地域福祉コーディネーターとして配置されたということです。しかし、非常にＰＲをしたこと、また、文京区出身の方ということで地縁とのつながりもあったようで、１地域の中では非常に積極的に活動を展開されたということです。そして、その成果を他の地域にもつなげてきたということです。
府中市については、府中市社会福祉協議会が以前事業団と合併しているという経過があり、事業団が行っていた地域支え合い活動に配置されていた職員を再配置する形で、数多くの地域に配置したということです。府中市の場合は元々福祉の領域に携わっていたということと、住民の支え合い活動にも関わったことがある職員が中心的に配置されています。
（委員）
要になる人材だと思います。狛江市で実施するにあたっては、社会福祉協議会で人材を育成し、地域福祉コーディネーターのイメージを作ってから進めていくことが目標に到達するためには必要だと思います。そのため、他の自治体の地域福祉コーディネーターの方々を研究されることも必要だと思いました。
（委員）
東京都の中でも地域福祉コーディネーターの配置が進んでいるところもあり、東京都社会福祉協議会の中でも研修を体系づけてやっています。狛江市社会福祉協議会からも毎年何人か研修を受けています。そのような取組みを少しずつはじめています。
（委員長）

社会福祉協議会の地域福祉活動計画の中で、地域福祉コーディネーターの機能について理解しやすく示す必要があると思います。私も様々な地域福祉コーディネーターの方を知っていますが、力量が非常に重要になります。

（委員）
中央公民館で３年間程度、市民ゼミナールに参加しています。20人程度参加していて、市の課題を議論しています。あいとぴあセンターにも運動教室や80･90歳代の会食会の調理ボランティアでよく行きます。また、30年以上狛江市に住んでいますが、あいとぴあカレッジのことは知りませんでした。
社会福祉協議会には書架もありますが、あいとぴあカレッジの内容、成果を紹介したものは無いと思います。地域福祉コーディネーターの方が育ってきたら、中央公民館の市民ゼミナールに講師として招いて、市民ゼミナールでいつも議論している人たちが福祉のことに協力的になるといいと思っています。講師依頼等で交流が図れればよいと思っています。
あいとぴあカレッジでは、どのような方が育っているのでしょうか。私の知り合いの範囲では聞き及んだことがありません。
（委員長）

私も講師としてお手伝いしていましたが、大分経っていると思います。いつからだったでしょうか。
（委員）

平成２年に開校し、コース上は基礎課程、実務課程、専攻課程の３つがありました。しかし、実際には基礎課程と実務課程までしか行われませんでした。10年程度開催しており、基礎課程は１年間に30人程度だったので、数百名の方が地域参加していると思います。
しかし、その後介護保険の導入等があり、社会福祉協議会全体としても事業型社協への流れもあり、狛江の場合は事業に重点を置いてやってきたので、しばらくあいとぴあカレッジは開催していませんでした。
卒業生の中には、ＮＰＯ法人で活動している方、ボランティア活動のリーダー層になっている方等が数多くいます。しかし、大分古い話になりますので、活動歴が10年以上ある方でないと、覚えている方はいないと思います。
（委員長）
地域福祉活動計画の中では過去の実績・評価を行い、同じ手法がよいか検討が必要です。住民の人材育成ということで、カレッジに対する期待は大きいと思います。福祉関係は住民の方でも様々な情報が必要なので、カレッジの構想を十分にご検討いただくとよいと思います。
（委員）

中央公民館では月２回程度、土曜日の午後に市民大学が何年間も続いています。テーマによっては部屋に入りきれないくらいの人数、100人以上集まります。高齢者が多いですが、テーマによっては若い方も多く来ます。そのような中に福祉のことや地域活動者への情報提供が多くあるとよいと思います。他の地域の情報を提供することは大切です。
（委員）

資料３－５の課題及び施策案の「９　防災・防犯体制の整備」について、特に災害時においては地域の組織力が不可欠なものとなりますが、施策１の避難行動要支援者の個別計画は誰が主になって作成するのでしょうか。
（事務局）
昨年度に地域福祉課で狛江市避難行動要支援及び福祉避難所設置・運営に関するプランを作成しました。そのプランの中に個別計画の作成方法について記載させていただいています。基本的には避難行動要支援者の名簿に登録いただいた段階で、個別計画を郵送し記入いただきます。記入できない方に関しては、町会・民生委員等の地域の方がコーディネーターとなって、個別計画の策定支援を行っていただきます。市が主となって郵送で行い、避難行動要支援者の支援組織と呼んでいますが、地域の方にご協力いただき、個別計画を策定するという形になります。
（委員）
他の自治体で聞いたのですが、自治会加入率が厳しいものになると、自治会の会員と非会員間での災害時の協力に課題があるということです。意識調査結果でも50％が自治会に加入していないことを考えても、会員と非会員の垣根を取り払う地域づくりが求められると思います。地域福祉コーディネーターだけで役目を果たせるのか疑問を感じるので、コーディネーターのチーム体制のイメージを作ることが重要だと思います。コーディネーターだけですべての役割を担うことは難しいと思います。
（事務局）

町会・自治会の加入率の低下については、昨年度町会・自治会連合会を立ち上げており、連合会の中で加入促進を図ることに取り組んでいます。町会・自治会の加入率を上昇させることと、地域福祉コーディネーターの役割分担については精査していきます。
（委員）
町会長をやっていますが、防災・避難に関しては会員では無い人も同じです。班によって異なりますが、防災に関しての回覧は会員では無い人にも回すことにしている班もあります。
（委員）
入っていない人に意識をどのように変えていただくかが難しい壁だと思います。何か仕掛けが必要だと思います。
（委員）

私も勧誘に回っていますが、「何にメリットがありますか？」と言われて立ち往生してしまいます。町会・自治会連合会でいくら打合せをやっても、現場のコミュニケーションを密接にして積み上げていかないと会員は増えないです。
（委員長）
各自治体で避難行動要支援者についての取組みを進めていますが、個別データを整理して課題を知ることが大事です。独居高齢者でも身寄りがない方と、ご家族が近くに住んでいる方がいます。高齢者関係は震災のときは事業所がかなり安否確認をしています。障がい者関係は遅れることがあります。
今後は何が課題かを整理していくことが重要です。建前でやっても機能しないので、今後の検討課題だと思います。

（委員）
本委員会の前に17:00から18:30まで地域福祉計画検討委員会を行いました。資料３－５の「１　新しい包括的な相談・支援、サービス提供システムの構築」の施策５にも書かれていますが、社協で日常生活圏域の３地域ごとに福祉のまちづくり委員会を立ち上げるということです。地域福祉なので、町会・自治会のつながりは大事ですが、今もお話がありましたが、組織率は低い状況です。組織率が急に７～９割になることはあり得ないと思います。
そのため、町会・自治会等の地縁組織は大事にしながらも、そこに入っていない人たちも含めた福祉のまちづくり委員会の組織化が大事になると思います。町会・自治会は地縁組織の中核として一定の役割を果たしつつも、他に活動している団体もいるので、その人たちも含めて日常生活圏域の福祉コミュニティを作っていく福祉のまちづくり委員会を組織することが大事です。そして、そこに地域福祉コーディネーターがいて、防犯・防災についても福祉のまちづくり委員会で考えて、実行していくようになっていく必要があると思います。その場において、町会・自治会が勧誘してもよいと思います。今のように町会・自治会だけで勧誘すると、委員がおっしゃったように「何かメリットがあるのか？」と聞かれることもあると思います。そこを超える一つの手段として福祉のまちづくり委員会はあり得ると思います。
（委員）
町会の役員が高齢化しているので、機能的にもう１つになってしまうことがあります。
（委員長）

23区では、町会・自治会への加入率が過半数を割って、役員も高齢化しているので、課題に対して機動的に動くのが難しくなっているとの意見が連合会の会長から出ています。委員がおっしゃったように、町会・自治会だけに依存した組織づくりは難しいと思います。しかし、現場の課題は増えます。地域ごとに調査をしていただいていますが、都営住宅は課題が多いと思います。そこにはＮＰＯ法人、社会福祉法人が入っていかないとかなり厳しいと思います。社会福祉協議会、地域包括支援センターも含めて知恵を絞っていく必要があります。
他の視点から何かありますでしょうか。調査ではひきこもりの方について聞いています。また、有償でないと地域活動への参加は難しいということも新しいデータだと思います。このあたりも計画に組み込んでいく必要があると思います。

（副委員長）
狛江市では民生委員・児童委員の充足率が低いと思います。理由は様々でしょうが、民生委員・児童委員の社会的役割を考えると重要な人材です。何とかならないかと思っています。
（委員）

民生委員は、４年前には定員に対して15人欠員していました。しかし、おそらく今年の６月には３～４人の欠員になります。増員を図ってきました。４年前は都内の市区町村の中で下から２番目でしたが、皆さん努力をして、徐々に回復しています。
（副委員長）
そのような努力の中身が伝わるような工夫が重要だと思います。
（委員）
即答で引き受けてくれる方はいません。一本釣り方式で、集団活動に慣れている方を狙っています。一人ひとり交渉して納得していただくという方法です。協力いただいたのは、市会議員、民生委員の仲間、学校関係、退職した園長さん等の実情を分かっている人たちです。

（委員長）
地域でがんばっている方々に対して、市としてたたえていく文化を作ることが大事だと思います。
課題及び施策案の「１　新しい包括的な相談・支援、サービス提供システムの構築」についてですが、狛江市の現在の総合相談は、初期相談について総合窓口で対応していて、かなり努力をしていると思います。今後は福祉分野だけではない課題への対応が重要になります。
現在、国会で住宅セーフティネット法が審議されています。分かりやすく言うと、空き家・空き室を低所得で住宅に困っている方々に家賃助成も含めて斡旋していくということです。これからの福祉は狭い意味の福祉だけでは不十分です。日本ではほとんどの自治体で十分に福祉と住宅が連携できていません。また、例えば教育分野との連携が必要なことは、子どもの貧困、不登校、発達障がい等です。行政の方は３年で担当が変わるので、行政の中で福祉と他分野が協力することを担保していくために、私は条例に書き込むことを提案しています。
また、施策３の共生型サービスについては、今後社会福祉法の改正で検討されていくと思いますが、児童、障がい者、高齢者が同時にサービスを利用していくということです。富山県が先進的な取組みで知られています。狛江市の実態を説明していただければと思います。
（事務局）
狛江市では、グループホームの公募の際には、小規模多機能型居宅介護を併設すること、小規模多機能型居宅介護の中で障がい者の方を受け入れていただくことを条件にしています。現在、段階的に小規模多機能型居宅介護で障がい者の方を受け入れるようにしています。
（委員長）
介護保険は先駆的に制度的にも定着していますが、子ども、障がい者、高齢者が一緒にサービスを受けることについては、事業者、利用者、住民も慣れていないので、試験的に取り組んでいくことになると思います。このあたりは大事です。保育園とデイサービスが同じ場所で提供することも可能になります。

（事務局）
関連して参考資料１－３がありますので、ご覧いただければと思います。
（委員）
共生型サービスが理想として示されていますが、高齢者と障がい者に一緒にサービスを提供するのは難しいところが多いと思います。本当に共生、共存していけるのか課題に感じます。委員長に大切なところをご示唆いただければありがたいと思います。
（委員長）
スムーズにいくのかという職員の方の懸念は分かります。逆効果になっても仕方がないので、実際的な検討が必要です。グループホームのように居住を確保する場合でも考えられますし、通所型も考えられます。単なる理想論では難しいと思います。
（委員）

小規模多機能型居宅介護の方と何度も話をしているのですが、いくつか相容れない部分があります。報酬も違う部分があります。しかし、障がいの特性について伝えることはできます。そのような場所があることが大事なので、垣根を取って進めていきたいと思います。
今後は相互乗り入れのようなことが可能になるので、場所も足りないので進めていきたいです。私の事業所にも70歳以上で障がいの方が３人もいて、うち２人が80代です。待ったなしの状況です。65歳以上で障がいのサービスを利用し始める方はいないのですが、逆は多いので、一緒に考えていきたいと思います。
（委員）
障がいから介護に移る場合は、違和感なく受け入れられることが多いはずです。私が伝えたいのは、65歳以下の方のサービスが充実しているのかということも含めて、困っていることが多くあるのではないかと思います。場所の提供は本当に必要だと思います。狛江市内には障害者相談支援専門員は数人しかいないので、相当困っている現状ですが、皆さんに伝わっていないと思います。そのようなところも超えられていないのに、理想論を突っ走るのは、国から踊らされている感があります。変わっていくには本当に様々な垣根を乗り越えていく必要があると思うのですが、何が本当に大切なことかということが分からなくて、委員長に教えてもらいたいと思いました。
（委員）

児童も入ってくるとなると、本当に大変だと思います。
（委員長）

障がい関係の人材・事業所が足りないのは私も同じ認識です。基本も踏まえながら、共生だけで解決されるのかということは慎重に検討していく必要があります。
重点課題は意見も踏まえながら整理をしていき、計画に反映していくことになると思います。

（４）審議事項　第４次あいとぴあレインボープラン（地域福祉計画）の基本理念案、基本目標（案）について

【資料３-１】～【資料３-４】
（委員長）

それでは、次の議事に移りたいと思います。第４次あいとぴあレインボープラン（地域福祉計画）の基本理念（案）、基本目標（案）について、事務局から説明をお願いします。
（事務局）

【資料３-４】にて第３次あいとぴあレインボープラン（地域福祉計画）の基本理念等を説明
【資料３-１】にてワーキンググループの概要を説明
【資料３-２】にて第４次あいとぴあレインボープラン（狛江市地域福祉計画）の方向（案）を説明
【資料３-３】にて第４次あいとぴあレインボープラン（地域福祉計画）の基本理念案、基本目標（案）を説明
（委員長）

基本理念・基本目標案については、ワーキング、検討委員会でもご検討いただきました。基本理念の「あいとぴあ狛江」は平成２年から使っているので、消さない方がよいだろうということです。
基本理念・基本目標案について何かご意見等はありますでしょうか。

（委員）
暫定案であり、中身を詰めてから変えようと思えば変えられるということです。
（委員）

賛成です。

（委員長）

「活躍」というのは、活躍できないというブログの問題もありましたので、抵抗感がある方も多いと思います。
これからの重点施策を皆さんに議論いただくのが大事だと思います。本日の午前中に大学がある町田市相原町というところで、地元の方と議論してきましたが、認知症対策が非常に重要であるということでした。オレンジカフェを作るために講演会を開催し、特別養護老人ホームの協力を得て、７月から開始する段取りができました。しかし、町田市はオレンジカフェを推奨していますが、行政からの支援は一切ありません。住民ががんばることを元気づけるような施策は必要だと思います。
例えば千葉県の流山市では、総合事業を平成25年度からはじめています。人口は16万人程度ですが、空家等を使って、20か所で住民が集まって、介護予防や趣味活動をしています。健康維持をする住民リーダーがいます。
今回の地域福祉計画では何を重点的に６年間実施するかということが非常にポイントになると思います。皆さんの日常的な市民感覚の中で良いアイデアを出していただければと思います。今後は本当に大変な時代に入ります。2025年問題も間近ですので、ぜひご協力いただきたいと思います。
（５）その他

（委員長）

その他について、事務局から連絡事項はありますでしょうか。

（事務局）

【参考資料１―１】から【参考資料６】まで説明。

（委員長）

各資料について、ご不明な点がありましたら、事務局の方に個別に問い合わせをしていただければと思います。
（委員）
認知症カフェについてです。こまえ苑エリアの認知症の家族の方の会議が毎月第３金曜日にあります。そこで話し合い、認知症カフェをはじめるために少しずつ動いています。家族の思い、努力はお話を聞いていると、本当に大変です。場所があって話ができるということが元気の素となるようです。
（委員長）
５年後から10年後には、認知症カフェが町会エリアごとに１つくらい必要な時代に入ると思います。行政にはお願いをしていますが、エリアごとに要介護認定を受けている方、認知症の方が何人いるか、また、障がい者は何歳の方がいるのか、障がい者は高齢化しているということですがどの程度なのか等のデータを整理してください。日本の福祉行政はデータが弱いです。計画を作成するときはデータが必要ですので、私が気付いたものは事務局に要望を出しています。数が分からないと効果的な施策はできません。
それでは大変遅くまでご苦労様でした。特に検討委員会の方は夕方から長時間ありがとうございました。
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